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2001年から始まったインターネット接続通信速度の急速なブロードバンド化に伴
い，今後予想される社会的変化について多くの報道・記事が掲載され，政府調査，
市場調査レポートや学術論文なども発表されている。ところが，それらの内容と予
想の共通点の一部に重大な誤認が生じ，かっその誤認によって，今後の社会的変化
の予想を信頼性に欠けるものとしてしまっている。本研究への着手は，この訂正の
必要性と，特に FTTH(Fiber To The Home)普及に係わる本質的矛盾について
指摘する必要性がある，と判断したためである。
約 1年前に遡り，平成13年11月に総務省より公表された「全国ブロードバンド構
想」の概要ポいま，疑問符を投げかけざるをえない，いくつかの予視ゐ宝掲載されて
いる。特に.ADSL (Asymmetric Digital Subscriber Line) とFTTHの今後の普
及については，政府官邸 IT戦略本部推進する re-]apan戦略」と総務省の通信基
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本政策に基づいた希望的な予想値が挙げられている(本稿中では 3を参照)。ここ
で「希望的な予想値」と記すのは，ブロードバンド通信市場そのものが，昨年春期
頃から急激に立ち上がり，現時点においても，精度の高い予測を算出できる状況に
はないためである。また，日本国内のインターネット通信市場では電気通信事業者
と大手 ISPが混成している上に，特定地域のみを対象とするローカル ISP事業や
CATVまで参入している，極めて複雑な状況下にある。これらの全ての要素を踏
まえて，企業聞の利害関係まで厳密に調査した上で，インターネット通信市場の動
向を予測することはほぼ不可能に近い。
政府官邸と総務省が政策上において， FTTH普及を強力に推進する立場を採り，
かっこの支援策を打ち出すのであれば， (本稿3中でも論及されている)インター
ネット通信市場の予測を「全国ブロードバンド構想」中に意図的に加える必要はな
かったはずである。また， 2005年までに FTTHがブロードバンド通信市場のトッ
プシェアを獲得できるどうかについて，技術的な側面からも検証すべきであった。
予測の困難な通信市場について，不確実な要素から推定するよりも，指標を得易い
技術的側面から， FTTHの可能性を検証する手法のほうが遥かに正当性を伴う予
想を導き出せたはずであるし，同様に， FTTH普及に向けた支援政策を導き出せ
たはずである。
本研究は， Iブロードバンド通信」に関する技術的な問題や課題について整理し，
FTTH普及への条件を探るものである。本稿は，現段階における本研究の調査活
動経過を報告するものであり，また現時点における FTTH普及への問題や課題な
どについて整理し，今後の普及に向けた要点を提言するものである。
2 ブロードバンド化の進展状況
1995-2000年までをインターネット普及期とすれば，圏内では2001年に解禁され
た ADSL技術と劇的に低価格化した利用料金が圏内のインターネット事情に大き
な変革を費そうとしている。アナログ電話回線の周波数帯を最大活用し，特別な工
事を要することなく，最大 8Mbpsの通信速度を可能とした ADSL方式の通信接
続サービスが登場した。この ADSL技術の解禁は，それまで高額な回線使用料の
問題によって普及が遅れていた光ファイパ一通信にも大きな影響を与え， FTTH 
利用料金の低価格化も進み，この普及も現実的なものとなってきた。今後，このブ
ロードバンド化の波はさらに加速するはずで、ある。一般家庭から 10Mbps以上の
通信速度で安定したインターネット利用環境が整備されるまでにはまだしばらく時
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表1 接続方式別の契約者数の推移予測 (2002年2月ECR調遥j
(単位:1000人)
1998年 1999年 2000年 2001年 20002年 2003年 2004年 2005年
xDSL 。 O 10 1，524 4，417 8，120 10，750 12，630 
CATV 17 154 625 1，300 2，625 4，683 5，758 6，366 
FTTx O O 。 9 238 707 1，647 3，033 
FWA O O 17 223 337 402 450 
計 17 154 636 2，851 7，503 13，847 18，557 22，479 
聞を要するが，この実現は遠い未来ではない。
2001年に入札他国では主流になりつつあった ADSLが圏内でもようやく解禁
され，同時に，驚異的な低利用料金とともに突然参入を表明した Yahoo!BBによっ
て，圏内のインターネット事情は急変することとなった。総務省通信基盤局の調
査では， 2001年7月以降，毎月10万人を超える新規利用者となり，同年 9月以降か
らは14万人以上に加速し，同年末には150万人の契約者数を突破している。
ECRの調査報告によれば，今後，インターネット接続のブロードバンド化は，
ADSLとCATVの利用者数の増加によって， 2003年まで現在のベースが維持され，
この利用者数の増加傾向に頭打ちの見え始める2004年からは FTTHが本格的な普
及期に入ると予測している。そして，この2005年中にはインターネット利用者の大
多数がブロードバンドに移行しているとも予測している。
ECRのブロードバンド通信市場規模の予想については，現状を踏まえた上で，
将来的な市場成長率の予想を算出したものである。この予想では， ADSL利用契約
者数は2005年まで順調な伸びで推移することになっている。また， FTTHについ
ても， ADSL利用者数の増加によって生じるブローバンド・コンテンツ市場の成長
に合わせ， ADSLを追従しながら， 2004年から本格的な普及期に入ると予想してい
る。この予想中では， 2005年時点では ADSL利用契約者数に対し， FTTH利用契
約者数は約24%程度となっており，ブロードバンド通信市場全体では約13%にしか
すぎない。
ただし，この ECR予想の中で， 2005年までの CATVに関する成長率について
は理解し難い。本来，・地域密着型事業を核とし，資本体力的にも問題のある
CATVが，ブロードバンド化の進展スピードを追従し，かつブロードバンド通信
市場で競争力を維持し続けられるものかどうか，疑問を抱かざるをえない。 CATV
事業者は様々な支援・振興策を受けながら，その約4分の 3が累積赤字を抱えてお
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り，その中で現在進行中の放送のデジタル化と並行しながら，十分な競争力を有す
るインターネット事業を同時展開できる，とは想定し難い。特に，大きな経費負担
となるインターネット・パックボーン回謀容量を，今後も競争力を維持可能なレベ
ルで増強し続けられるものかどうか，疑問である。この点に関しては，総務省情報
通信政策局「ブロードバンド時代のケーブルテレビの在り方に関する検討会jの平
成14年7月発表の報告書中にも， i利用者が安心してケーブルインターネットを利
用できる環境を整えるために，センターモデムの設置数やパックボーン回線容量等
のネットワークの条件に関する指針をケーブルテレビ業界として策定し公表するこ
とが必要であるJとの指摘がなされている。
3 総務省予想、にみる現状と今後
2002年7月末の ADSL利用契約者数は360万人に到達し，また過去4ヶ月連続で
一月に約30万人を超える新規利用契約者を獲得している。このベースで順調に新規
契約者数が増加すれば， ECRの2002年予想(上表1)を超える数値を示すことに
なろう。もし仮に，本年中に利用契約者数が500万人を突破すれば，昨年から，実
に350-370万人の利用契約者数の増加となり， 2003年もこの増加ベースを順調に維
持すると想定すれば， ECRの予想の通り， 2004年末までに1000万人の利用契約者
数を突破しかねない。
この驚異的な利用契約者数の伸びは，平成13年10月に発表された総務省の「全国
ブロードバンド構想J中の予想とも合致するが，総務省の2003年以降の予想につい
ては ECRの予想と大きな聞きがみられる(下表を参照)。特に，表2中の ECRと
表2 接続方式別の契約者数の推移予測 (ECRと総務省の予想比較)
(単位:万人)
接続方式 予想社名 20002年 2003年 2004年 2005年
ECR 441 812 1075 1263 
xDSL 
総務省 481 749 722 695 
ECR 262 468 575 636 
CATV 
総務省 323 388 417 429 
ECR 24 71 166 303 
FTTH 
総務省 97 335 593 773 
ECR 22 34 40 45 
FWA 
総務省 16 41 65 80 
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表3 総務省によるインターネット普及世帯数の予想
インターネット普及世帯数
20002年
2311 
2003年
2708 
2004年
3052 
年度
2003年度末
2005年度末
表4 総務省による接続方式別の利用料金予想、
光ファイパー
6000円程度
4000円程度
xDSL 
3000円程度
3000円程度
CATV 
3000円程度
3000円程度
59 
(単位:万人)
2005年
3340 
無線
3000円程度
3000円程度
総務省の2005年の予想は大きな食い違いをみせている O 今後も ADSL利用契約者
数の堅調な伸びを予想する ECRに対して，総務省は2004年から減少傾向を示すと
予想している。この結果，両者の2005年についての予想では，実に約570万人もの
聞きが生じている。
この 2つの2005年の予想では，ブロードバンド接続世帯総数が ECRの約2250万
人に対し，総務省では約1980万人となっており， 250万人以上もの差が見られる。
このブロードバンド接続世帯総数の差は，総務省では xDSLとFTTHの利用契約
者数の逆転現象を2004年に予想していることによって生じる。これは後述すること
となるが，将来的に ADSLは利用契約者数の増加傾向に歯止めが掛かり，予想外
に早く増加傾向の頭打ちが生じる可能性もある。しかし，それで、も2004年からの減
少傾向には疑問を投げかけざるをえない。この総務省による ADSL利用契約者数
の減少予想は，今後インターネット普及世帯数の予測(予想)と接続方式別の利用
料金の今後の予想の 2つを根拠としている。
総務省の予想では， 2005年末の光ファイパーによる通信接続サービスの月額利用
料金は4000円程度にまで低料金化が進み， ADSL接続サービスの月額利用料金との
差が1000円程度にまで縮まるとしている。この FTTHサービスの低料金化により，
ADSL方式に対し，速度面における優位性を有する FTTx方式への移行が加速す
る，との考えである。つまり，ブロードバンド通信市場における FTTHの優位性
を，月額利用料金と通信速度の2点からのみで判断していることになる。
上表4中の利用料金予想で注目されるのは， FTTHサービスの利用料金のみが
2005年までに下落し，その他の通信接続サービスについては低利用料金化しない，
との予想である。しかし，商業的な市場には競争原理が働く，と想定するのが一般
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的であるが，この予想中ではそれがなされていない。仮に， 2005年時の FTTHサ
ービスの一般的な月額利用料金を4000円程度と想定すれば， ADSL通信接続サービ
スの利用料金については2000~2300円程度が想定されるべきはずである。値下げ競
争の特に厳しいブロードバンド通信市場において，表4中の総務省予想はあまりに
も妥当性に欠ける，と指摘せざるをえない。
4 ADSL方式の技術的課題
現状に見られる ADSL契約者数の急増の要因として，低利用料金と定額制，従
来のアナログ電話線の流用，この 3点が挙げられる。従来のアナログモデム接続サ
ーピスでは通話料金が生じていたのに対し， ADSL通信方式では電話音声帯域外を
最大活用する通信方式であり，インターネット通信接続時に電話料金は課金されな
い。このため，劇的な低価格化を可能とした。インターネット・パックボーン回線，
もしくはインターネット・パックボーン回線への接続経路さえ有していれば，
NTT回線収容局へのコロケーションスペースの確保と通信装置機器の整備だけで，
新規通信事業と ISP事業が行える。従来の通信事業の中でコスト負担の大きい，
通信速度
←ADSL 14-t6Mbps (予想)
↓ADSL 12Mbp 
8 Mbps 
2Km 4Km 6Km 
¥¥、三、~ミr
通信距離
図1 経路線長と ADSL通信速度減衰
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収容局から各家庭への敷設工事と管理維持費を要さない点が，新規通信事業者の参
入を容易にした。
現在主流である 8Mbpsの ADSL通信接続サービスも，一部の通信事業者では，
今秋に 12Mbps程度にまで引き上げられ，同時に，有効経路線長も若干ではある
が延びている。しかし，光ファイパ一通信方式とは異なり，経路線長による伝送損
失に大きく影響される ADSLでは，収容局からの経路線長が 4Km程度までの電
話利用契約者が主な対象となる(図 1を参照)。今後，周波数帯を最大活用した
12 Mbps以上の ADSLサービスを導入する ISPも登場するであろうが， ADSL方
式の特性上の問題から，それでも収容局から最大 5-6Kmの経路線長をカバーす
るにすぎない。ただし，この有効経路線長内であっても，利用目的に要する実通信
帯域を得られないようなケースでは， FTTHなどの選択肢も検討することになろ
っ。
電話回線を流用する ADSL方式は，基本的に長経路線長向けではない。上図 1
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(22) 
フレツツ ADSL8 Mbpsの実効スループット分布 (2002年 6月)
3.5 3 2.5 
親路長
2 1.5 1 0.5 
図2
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の示すように， ADSL方式の通信接続サービスの最大の課題は，同一利用契約料金
にも拘らず，収容局から各家庭までの経路線長の違いによって，得られる通信帯域
に大きな較差が生じる。同一料金を支払いながら，短経路線長の利用契約者は 5-
6 Mbps以上もの高速通信帯域を得ることができる反面，長経路線長や高伝送損失
の利用契約者は 1Mbps以下の通信帯域しか得られないこともある。多くの ADSL
利用契約者にとって，既にこの事実は常識化しており，その常識があるがゆえに問
題視されることもないが，対通信速度比の料金体系を大原則としてきた通信事業の
中では，本質的な矛盾を抱える事業として映る。現実に，図2に見られるように，
ADSL接続サービスの各利用者間には大きな格差が発生している。
上図 1中の iADSL 14-16 MbpsJの通信速度減衰率については，現行の
i Annex.AJと iAnnex.CJの規格と，新たに採用された 12Mbps ADSLに対応す
る ieXtremeDSLJ i Annex.A.exJ i Annex.C.xJの通信速度減衰率を基に，チャネ
ル伝送能力の向上と周波数帯域の拡張を想定し，予想したものである。今秋に登場
した 12Mbps ADSLと同様に，収容局から一定経路線長内(図 1中では 2.2Km
前後まで)では高い通信速度を供給可能と予想されるが，これ以降の通信速度減衰
率はさらに悪化し， 4Km以降では利用上の利点は失われるものと予想される。つ
まり，今後も，収容局から短経路線長内の利用者ほど xDSL技術革新の，恩恵を受
け，長経路線長の利用者との格差がますます拡大する傾向となろう。
上図 2は「フレッツ ADSLJの実効スループット分布である。図 1に従い，
ADSL方式の経路線長の課題が明確に浮き彫りにされている。上図には示されてい
ないが，現在主流となっている 8Mbps通信接続サービスの 4kmを超えるケース
では，低速な 1.5Mbps通信接続サービスのほうが速度面において優位となりかね
ない。詳細は後述するが，ここで課題として指摘すべき点は， 8 Mbps ADSL通信
接続サービス利用者の得られる平均的な実効スループットの低さである。最大
8 Mbpsの通信速度をセールスポイントとしながら，上図の示すように，経路線長
500m地点での平均実効スループットがその半分にも満たない。また，この 500m
地点での上限速度を得ている利用者ですら，その実効スループットは 5Mbps程度
にすぎない。
ADSL方式で得られる実通信帯域は，電気通信事業者によっても大きな差を生じ
る(下図3と4を参照)0NTTの提供する「フレッツ ADSLJの公称最大通信速
度は 8Mbpsであるが，図2でも示されるように，現実には iAnnex.CJの物理層
を採用するフレッツ ADSLでは 8Mbpsの実速を得られていない。 NTTの採用し
ている iAnnex.C G992.1J規格上の最高通信速は，記載上でも i6.144Mbps以上」
求訴 15
魁
1実
嬰 10
? ?
語 15
封
殺
思 10
FTTH市場の進展とその課題
30 
.---ー 「ーー一一一 ト一一一
卜一一ー
ト一一一
正予
る
寺「を
一
t-回目-
子ヰ「
25 
20 
5 
O 
o 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000 
スループット [kbps]
63 
30 
25 
20 ? ?
15議
制
殺
1O~ 
5 
O 
(23) 
図3 フレッツ ADSL8 Mbpsのスループット分布 (2002年 6月)
(出典:WebArena (NTTPC)) 
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図4 Yahoo!BB ADSL 8 Mbpsのスループット分布 (2002年 6月)
(出典:WebArena (NTTPC)) 
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の規格であり，厳密には 16.144Mbps以上から 8Mbps未満」となる。この最高
通信速度の設定は，採択している通信装置機器により若干変化するが，上図3の示
す最高スループットはその規格上の下限域の最高速に近い。傾向として，実速
5Mbpsを超えるスループットを得られている利用者も極めて少ないが，反面
1 Mbps以下の実速しか得られない利用者の比率も少ない。
これに対して，使用周波数帯の広い 1Annex.AJを採用している Yahoo!BBの
ADSL方式では，最高 7Mbps近いスループットを得ている利用者もおり，また
5 Mbps以上の実速を得ている利用者の比率もフレッツ ADSLと比較して高い。と
ころが，フレッツ ADSLと比べ， 1 Mbps以下のスループットしか得られない利用
者の比率も高い。同じ ADSL方式の通信接続サービスでありながら，実速値の示
す傾向が正反対となる。結果的に，別表1中の Yahoo!BBのデータが示すように，
「フレッツ BJと比較し， 90%点の通信速度は高いが， 20%点~中央点までの通信
速度は低くなる傾向を示す。
また， ADSL方式では通信干渉も避けられない問題となる。特に 1Annex.AJ 
では， 8 Mbpsの ADSL方式の利用する周波数帯域が，その仕様上で ISDNや
AMラジオなどと一部干渉しており，利用者の環境によっては深刻な影響を受ける
(27) 
ケースもある。 eAccessの社内調査では， 1 Annex.CJでも， 1500mの経路線長に
おいて最大通信速度は半減し， 2000 m の経路線長では最高通信速度が実に約
5 Mbpsも下落している。また， ISDNと通信帯域干渉率の高い 1Annex.AJは，
1500mの経路線長において既に 2Mbpsを割り込み， 2000mの経路線長では実に
500 Kbps程度にまで大きく落ち込んでいるO
もう一つ技術的課題として挙げられるのが， ADSL方式の高速性は「下り」に限
定したものであり， 1上りJでは高速性を発揮できない点である。これは，一般的
なインターネット利用の主用途が受信サービスに傾斜しており， ADSL方式の高速
性もこれに合わせ，受信側に傾斜配分した通信帯域仕様となっているためである。
本年度から開始された 12Mbpsの ADSL接続サービスでも上りの最大通信速度の
向上は施されていない。 ADSL方式の上り通信帯域は，下りと比較し，経路線長の
拡大による通信速度減衰率は低いが，将来的には，上り通信速度を要する双方向通
信用途では帯域不足を生じることも考えられる。
5 FTTHの技術的課題
FTTHの通信接続サービスを通信技術の側面から検証すれば，現状では革新的
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な技術は何一つ存在しない。 NTTの「フレッツ BJのインターフェイス仕様でも，
物理層とデータリンク層で ISO/IEC8802と IEEE802.3に準拠しており，標準の
10/100BASE規格を採用していることが確認できる。 IP基幹通信網とパックボー
ン回線の制御方式と管理を除けば，従来の Ethernet方式の活用であり，事実上，
LANの経路線を拡張したレベルにすぎない。換言すれば， FTTH通信接続サービ
スにおける通信技術面の問題や課題は， LAN構成の通信環境と同質であり，標準
的なネットワーク構成で表出する問題と課題に共通している。
NTTの提供する「フレッツ BJでは， 100Mbpsの高速通信接続サービスも提
供しているが，現実には，正確に 1100MbpsJの実効スループットを得られるわ
けではない。この 100Mbpsのサーピスとは，汎用通信規格上(100BASE規格)
の最高速度を意味し，フレッツ B から得られる実通信帯域は最高速でも 15~
30 Mbps程度である(下表5を参照)。ところが，市場シェアではフレッツ Bに劣
るが，実測の高速性で勝ると言われる有線ブロードバンドの提供する IBROAD-
GATE01Jでは， 25~50Mbps 程度の実効スループットを計測している。この 2 杜
を単純に比較できない側面もあるが，あまりにも大きな通信速度差となっている。
FTTHサービスについて検証する際には，これまで解説してきた経路線長にみ
る ADSLの技術的課題とは別視点を要する。何故なら， ADSLの経路線長にみる
スループット低下の傾向と同一視しながら，光ファイパーによる通信サービスの検
証は行なえない。光ファイパーによるデジタル通信は，規定の伝送経路線長内まで
定速度となる。このため，通信部に何らかの技術的障害が生じていない限り，理論
上，規定距離内では利用者に同一通信速度を供給できることになる。ところが，表
5に見られるように，利用者の得られる実速のスループットには大きな格差が存在
する。現実に，表5中のフレッツ B における20%点と30%点では， 12 Mbpsの
ADSL接続サービスの最高速にも劣る残念な結果を示している。また，このケース
では公称最高通信速度の10分の lにも満たないスループットしか得られていないこ
とになる。この問題については次項で詳述するが，現実に，光ファイパーによる通
表5 主要ISPの光通信速度統計 (2002年5月来j
(単位:Mbps) 
アクセス回線 20%点 30%点 40%点 50%点 60%点 70%点 80%点 90%点
BROAD-GATE01 (全体) 10.31 15.46 20.58 24.04 27.62 31.22 40.94 50.91 
bitcat 100M (全体) 7.04 9.13 1.17 14.54 16.84 20.11 23.15 30.16 
NTTB (全体) 6.58 8.33 10.73 13.49 16.01 19.29 23.35 32.35 
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信方式が利用者へ絶対的な高速性を保証するわけではない。
FTTHサービスの最大の課題として挙げられるのは，電話回線を流用する
ADSL方式に対し，各利用者宅への光ファイパー敷設工事を要することである。こ
のため，各通信事業者のサービスエリア内で、あっても，敷設経路を拡大しながらサ
ービスを展開する方式となるo また，マンションなどの集合住宅では，建造物構造
上から様々な問題が生じ，管理組合との交渉が難航することもあZ;この他にも，
硝材である光ファイパーには耐衝撃性と許容曲げ半径の課題， ONU (Optical 
(36) (37) 
Network Unit)の耐久性や信頼性，遅延時間の課題，などが挙げられる。
6 ブロードバンド化進展への課題
通信のブロードバンド化は，ブロードバンド市場の側面において，通信事業者同
士や ISPによる「ラスト・ワンマイル」の競争と称されるが，実際には， 1ラス
ト・ワンマイル」を巡る通信技術規格の攻防を意味するものではない。何故なら，
この「ラスト・ワンマイル」の競争は， 1収容局~各家庭」聞の顧客の争奪戦を意
味するもので，この「収容局~各家庭」聞の通信速度とインターネット利用時に実
際に得られる通信速度は同ーとはならない。つまり， 1電話回線よりも，光ファイ
パーによる通信方式のほうが勝る」のような議論は，インターネット利用時の通信
実速を基準としなければ，全く意味をなさない。現実には， LANにおける通信環
境と同様に，採用している伝送媒体がネットワークの実効スループットの優劣を直
ちに決定するものではない。 LAN内においても，経路娘長の問題から光ファイパ
ーとメディア・コンパーターを使用し，経路線を延長する方法も採られる。ただし，
この経路線開の通信速度が，標準仕様のカテゴリー 5ケーブルの上限速度を超える
わけではない。また， LAN内のクライアント PCに 1000BASEのNICが採用さ
れていれば，その LAN環境全体が高速で、あるとも限らない。通信事業者が通信媒
体に光ファイバーを採用するのは，各家庭への有効経路線長の確保と通信安定性の
確保を主としており，高速通信性を最優先としている，と一概に言い切れるもので
はない。これは，別表1中， 100 Mbpsの「フレッツ Bファミリー」の下りスルー
プット実速値にも表れている。別表1中でも示されるように，一般的なインターネ
ット用途において重視される下り通信速度においても， FTTHが絶対的な高速性
を示しているわけではない。特に，別表中 1のFTTHの 120%点」から「中央値」
に属する実効スループットしか得られなければ，新たに登場する 12Mbpsの
ADSL通信接続サービスに対する優位性は，それほど高いものではない。
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主要通信事業者は勿論のことながら， ADSLや FTTHによる通信事業は地域企
業などの参入もみられ，この全てが横並びの同レベルの通信サービスを掘っている。
ところが， ADSL方式であれ，光ファイパ一通信方式で、あれ，通信接続サービスの
「品質」については横並びどころか，現実には大きな較差が生じていることもある。
本章では，この通信接続サービスの品質に係わる問題についての解説を行う O
インターネット・パックボーンに関する問題
各家庭単位で安定した高速通信環境を得るためには，現在の ISPが有するイン
ターネット・パックボーンではあまりに貧弱である。これはあまりに単純な計算で
はあるが，常時 6Mbpsのスループットを10000家庭に安定供給するためには，最
低でも実帯域で 66-72Gbps程度のパックボーンを有していなければならない。
つまり，現状の ISP各社のブロードバンド通信接続サービスは，事実上インター
ネット・パックボーンの回藤容量不足のまま，保証のない「瞬間最大通信速度」を
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(出典:WebArena (NTTPC)) 
(39) 
図6 8 Mbps ADSL (ACCA)にみる時刻別の実効スループットの変移
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看板とし，ビジネスを展開していることになる。図 6に見られるように， Biglobe 
でもピーク時間帯に約22%，OCNでは約25%も実効スループットが低下している。
上図は 8Mbpsの ADSL通信接続サービスの例であるが，インターネット・パ
ックボーン回線容量の不足している現状では， FTTHでもピーク時間帯には実効
スループットが同様に大きく低下するはずである。例えば，インターネット・パッ
クボーン回線を運営する ]PIXのトラフイツク統計資品、も，ピーク時間帯
(PM10 : 00-AM1 : 00)には 14Gbpsの回娘容量のほぼ全てが使い切られている。
また，このインターネット・パックボーン回線の帯域消費容量は，ブロードバンド
化の進展に合わせ，確実に増大していることも示している。
特に FTTHについては，上述の点についての誤認が蔓延しているようであるた
め，実例として NTTのフレッツ Bの FTTHを取り上げてみる。 NTT東日本・
西日本ともに，厳しい事業規制下にあり，インターネット・パックボーン回線と
ISPを直接的に事業運営しているわけではない。つまり， NTTの提供する FTTH
サービスも，インターネット通信接続時に得られる実効スループットについては，
ISPとインターネット・パックボーン回線事業者，この2社関の相互通信接続容量
に大きく依存している。また，各 ISPによって異なる通信事業戦略のために，
FTTHサービス利用者向けのパックボーン回隷への優先割当容量も異なる。事業
戦略上から ADSL利用契約者の獲得を最優先し，このパックボーン回線への優先
割当容量を高めれば，インターネット利用のピーク時間帯において， FTTHの通
信速度面の優位性は比例的に低下してしまう。
ここまで，技術的側面からブロードバンド化の進展と問題や課題などについて概
説してきた。技術的な側面からの課題点や問題点は，現時点ではまだ多数残されて
いる。しかし，これらは時間経過とともに徐々に解決されていくであろう。本年度
に入札大手 ISPも積極的にインターネット・パックボーンの増強に着手し，
OCNのように2002度中にも 20Gbpsの内部パックボーンと， 20 Gbpsを超える対
(42) 
外インターネット接続回線を設置しようとしているケースもある。大手 ISPによ
るインターネット・パックボーンの通信容量強化は十分とは言えないが，今後の需
要拡大に追従していくはずである。 Ie-]apan重点計画」中にも見られるように，
2006年までに 30Mbps以上のインターネット接続を可能にし， 10Tピットのパッ
クボーン回線用の光通信技術の実用化を図るとなっている。
ベストエフオート方式の問題
普及率の高い ADSLを一例としてみても，この 8Mbps以上という高速な通信
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方式にも技術的・商業的な課題がいくつか残されている。その一つが， rベストエ
フオート方式」に関わる課題である。現実的視点に立てば，ベストエフオート方式
の費す利用者への恩恵は，利用料金の低価格化への貢献，これ以外には何一つ存在
しない。この点に関して， ISP各社の 1ノードに対しての接続者数と基幹通信帯域
の制御設定などについて問い合わせてみたが，当然の事ながら，全ての ISPから
「社外秘」との返答があっただけである。ベストエフオート方式の通信接続サービ
スでは，この点に関する各社の営業方針の違いが，利用契約者に対して少なからず
影響を与えていることは間違いない。
しかし，厳しい価格競争の進行する現状では，大手 ISPでも利用契約者の全て
に対し，常時，高実効スループットを供給し続けることは困難であろうし，一般利
用者に提供しているベストエフオート方式の弱点は既に浮き彫りとなっている。
ISP各社のインターネット・パックボーン回線容量の不足は，結果的に，ノード単
位の接続利用者数の増加を招く。 ADSLとは異なり，光通信方式では経路線長によ
る通信速度差が表出し難いはずであるが，別表1が示すように，各利用者の接続ノ
ードによって通信速度に大きなパラつきを生じている。
ここでの論点とは僅かにズレの生じる問題ではあるが， FTTHとは密接な関係
があるため， Ethernet規格上の課題についても，ここで触れておきたい。
Ethernet規格には大別して， 10 BASE， 100 BASE， 1000 BASEの3種が存在
し，利用者側では主に 10BASEと100BASEが利用される。しかし，実用上の問
題として， LAN環境においても 10Mbpsと 100Mbpsの2種類の規格だけでは，
詳細な通信帯域管理に支障を生ずることもある。何故なら， LAN環境においてで
も，パックボーン通信帯域に対する 100BASEの帯域消費率は，現状では高過ぎ
る。購入可能なほほ全通信装置製品群と NIC製品の標準仕様がこのlOBASEと
100BASEであることは，結果的に，パックボーン回線容量の通信帯域管理には効
率的である，とは断言できない。現実的な視点に立てば， ATM方式のような厳密
性を要求するものではないが，通信装置機器と 100BASE-NICの両方で 10-
100 Mbps聞の可変速方式を物理標準仕様としてサポートすべきである。これは勿
論， QoSなどによって実現可能ではあるが，物理的にもう少し柔軟な帯域管理可
能な仕組みを仕様として加えるべきではある。表5中の BROAD-GATE01のサー
ビスでは， 50.91 Mbpsを90点域で記録しているが，現時点では30%点-40%点
(15-20 Mbps)の実効スループットでも十分に高速である。安価な 100BASE通
信装置機器群を最大活用したベストエフオート方式であれ，もう少し全平均的なス
ループットを安定化させるように取り組むべきである。
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PCの通信処理能力
ここで，現在約1.1Mbpsの通信実効スループットを得ている ADSL利用契約者
がいると仮定し，この利用者が新たに有線ブロードバンドの提供する iBroad-
Gtae01Jと契約し，実効スループットが約 24Mbps (表5中の50%点)にまで向
上したものとしてみよう。当然のことながら，この契約者はインターネット利用時
の快適性が劇的に向上することを期待するはずで、あるし，この期待から FTTHへ
の乗り換えを決断したはずである。
(岨)
表6 通信速度別にみる WebMark2001のスコア
プラットフォー ム
Pentium m 500MHz 
Pentium4 2.53 GHz 
通信速度1 I 通信速度2 I 通信速度3
(56 Kbps) I (450 Kbps) I (1100 Kbps) 
6.52 
Not Tested 
37.18 
81.24 
47.09 
152.39 
通信速度4
(100 Mbps LAN) 
57.78 
375.49 
ところが，通信速度の大幅な向上を得たとしても，各家庭での PCプラットフォ
ーム次第では，この通信環境の向上は，全く効力を発揮しない(上表 6を参照)。
上表中 6の iPentiumI 500 MHzJは，家庭内は勿論のこと，企業内でもまだ使
用されているプラットフォームである。また，省電力性重視のノート PCや B5サ
イズのサブノート PCなどの CPU処理能力も高いものではなく，上表中の
Pentium Iの示すスコアに近い。仮に， Celeron 600 MHz程度の PCやサブノー
トPCを使用しているとすれば，新たに乗り換えた iBraod-Gtae01Jの FTTH通
信環境から，その恩恵、を得られる機会は皆無に等しい。上表中のスコアを基にすれ
ば， 1.5Mbpsの ADSL通信環境下において， Pentium4プラットフォームを使用
している利用者のほうが，本例としている FTTH利用契約者よりも遥かに快適な
インターネット利用環境を得ていることになる。
この課題については本稿中の8でも取り上げるが，高速な通信実効スループット
を得られるブロードバンド通信環境では，最低 Pentium41.7-1.8 GHz相当以上を
プラットフォームとする PCを使用していなければ，通信データの受信時以降に，
得られているはずの通信実効スループットの効力も失われてしまう。現実には，
CPU処理能力不足の PCプラットフォームからインターネットを利用しているケ
ースでは，通信実帯域の大幅な向上が実現されたとしても，現実には，その速度向
上分の，恩恵、が受けられるのは， CPU負荷の低い FTPによるファイル・ダウンロ
ードなど，単純データ転送時の機会のみに限定されてしまう O
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7 ブロードバンド化の抱える矛盾
これまでのインターネットの社会的・経済的な付加価値を生み出す源泉として，
(a)地球規模の唯一の「グローパルネットワ}ク」であること， (b) ISPの利用料
金以外の基本費用が生じないこと， (c)双方向通信であること，そして (d)膨大
なデジタル・コンテンツ容量などが挙げられる。しかし，インターネット利用者側
の実用性の視点に立てば，インターネット利用の主目的は電子メールと HP(ホー
ムページ)の 2つである(下図を参照)。しかも，ゲーム目的とインターネット電
話を除き，また通信接続時間の短い電子メール・サービスの利用を除外すれば，
PCからインターネット利用のほぼ全時間が HPを基点としたサービスによって独
(岨)
占される。つまり，一般の利用目的上では，インターネットを一定時間以上アクセ
スする場合には， Webシステム (HP) を基点とした何らかのサービスを利用して
いることになる。
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(出庖:総務省情報通信白書平成14年度版)
図7 用途別のインターネット利用率
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ところが，標準 Webコード (HTML，XMLなど)はブロードバンド化の恩恵
を高く受けえるものではなく，画像や動画を多用する HPの表示レスポンス向上以
外には大きな貢献度も生じない。この利用範囲内においては， 1 Mbps前後程度の
実速でも利用者は大きな不満を感じることはない。別表1に示されるように，ブロ
ードバンド接続時の下りスループットがベストエフオート方式の最大値を大幅に下
回る結果であれ，利用者から事実上容認されえる状況となっているのは，このため
でもある。次項において再度概説するが，体感される HPの表示レスポンス速度だ
けに着目するならば，現状の ADSLのままでも実用上の支障は生じない。現実に，
ファイルのダウンロードを試みても，接続したドメインの通信帯域不足，サーバの
通信処理能力不足のようなケースでは， 1 Mbps前後の実効スループットを安定し
て得られるものではない。アクセスの集中する Webサーバでは，大規模なサーバ
の負荷分散構成と十分な通信回線容量を備えていなければ，利用者に対し，快適性
を供与できるものではない。現状では，通信処理能力に余裕のある FTPサーバか
らのファイル・ダウンロード，もしくは複数台の PCから通信回線を共有利用する
家庭内 LAN環境などを除けば， FTTHからの高速通信環境を得られたとしても，
このブロードバンド通信の，恩恵を肌で感じられる機会に之しい。これは，現状の
「ブロードバンド・ブ}ム」とブロードバンド通信接続サービスの抱える本質的な
矛盾である。供給される通信帯域に相応するコンテンツの存在しない現状では，例
え， lOMbps以上もの広帯域通信環境を得られたとしても，これを活かす術が存在
していない。
ブロードバンド通信の今後の進展には，ブロードバンド通信に適合し，かっこれ
まで以上に魅力的なコンテンツの整備が不可欠である。しかも，このコンテンツは
一定速度以上の実効スループットを常に厳しく要求するものでなければならない。
このコンテンツ整備の進まない限り，過去のナローバンド通信時代と比較し， Iブ
ロードバンド」と称するしかない。表2中で示した総務省の FTTH利用契約者数
の予想値に対する正誤についても，この鍵となるのは，今後のブロードバンド・コ
ンテンツの「質Jと「量」の拡充であろう。
8 FTTH普及への条件
これまでの検証結果などを総括すれば，総務省の主張する FTTH利用契約者数予
想を現実化するためには，以下の条件を要する。
FTTH市場の進展とその課題
(a) インターネット・パックボーン回総容量の大幅な増強
(b) ノード単位での接続利用者数の低減とコリジョン発生率の抑制
(c) (ADSLサービスエリア外への)サービスエリアの拡大
(d) 普及価格帯 PCの通信処理能力と表示処理能力の向上
(e) FTTH向けのブロードバンド・コンテンツの整備
(f)無償のブロードバンド・コンテンツ供給量の確保
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上記中の(a)，(b)， (c)に関しては，通信事業各社と ISP各社の今後の事業戦略と
努力に期待するしかないわけであるが，総務省でもダークファイパー借用経費の更
なる低減措置など，通信事業者や ISPへの追加的な支援策を講じることも可能で
あろう。このインターネット・バックボーン容量の課題が改善されない限り， (b)の
課題も改善されない。各ノード単位の利用者収容数は，インターネット・パックボ
ーン帯域の消費容量を抑制する上で決定されるものであり，パックボーン回線容量
の不足している状況では，迅速な改善が図れるものではない。これまで本稿中で述
べてきたように， iラストワンマイル」の通信方式の違いと各通信接続方式の公称
最大通信速度は，インターネット利用時に得られる実効スループットへ直接的に反
映されるものではない。この点を踏まえれば，政府官邸が推進している ie-]apan 
構想」に基づく現在の通信政策は誤りではないが，単に圏内のデジタル通信回線容
量の総量のみを増強する政策ではなく，通信事業者各社や ISP各社のインターネ
ット・パックボーン回親容量の大幅な増強へと結び付く具体的な政策を要する。
次に(d)と(e)の課題についてであるが，この2つは密接な関係にある。この2つの
関連性についての理解を深めるために，表7を参照してもらいたい。
この表7は， Intelによる実験検証であり， Pentium4 2.2 GHzをプラットフォー
ムとした PCのネットワーク処理能力を測定し，スコア化したものである o
Pentium4 2.2 GHz搭載の PCは，現状でもプラットフォームとしては高度な処理
能力を有する。しかし，このスペックレベルの PCでさえも， lOMbps以上の通信
実効スループットでは明らかに処理能力不足を示している。実際には， 1100 Kbps 
から 10Mbpsの処理能力向上率を考えれば，このスペックレベルの PCでも
10 Mbps前後(厳密に言えば， 7-8Mbps前後と推定される)までの通信実効ス
ループットが処理能力相当であろう。これは， Amdahlが1967年の時点で既に指摘
しているように，全体中の一部分のみに限定されたパフォーマンスの向上だけで，
コンピュータの総合処理能力の向上を実現できるわけではない。つまり， FTTH 
について，実効スループット 10Mbps以上の高速通信環境として，実用面上の理
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由から普及させるためには， FTTH利用契約者の CPUプラットフォームへの要求
も今以上に高じる。しかし， PCの買換え需要まで促進させながら， FTTHの普及
を図ることは容易で、はなかろう。
(54) 
表7 通信速度別にみる PCのネットワーク処理能力
(Pentium4 2.2 GHzによる WebMark2001) 
Flash 3D XML Network Network Page Flash 
Video VML 通信速度 Animation VisualizatIon Processing Java Encoding Loading (sec) InteractIve 
(ops/sec) (ops/sec) (ops/sec) (ops/sec) 
(ops/sec) 
(sec) (sec) 
450Kbps 35.76 38.92 3.49 0.76 6.77 2.l4 0.42 0.42 
1l00Kbps 48.81 39.81 3.56 1.52 49.98 1.06 0.42 0.32 
10Mbps 60.01 40.l2 3.66 3.66 75.24 0.51 0.42 0.27 
100Mbps 66.55 39.91 3.66 4.24 75.88 0.45 0.42 0.26 
本稿中の7でも述べ，図7で示されているように，社会における従来のインター
ネット利用用途だけでは FTTH通信市場への需要は創出され難い。また， PCの
処理能力が不足している現状では， lOMbpsを大きく超えるような過度な通信帯域
を要求する動画・映像コンテンツも意味をなさない。表7中では， iNetwork JavaJ 
のスコア値だけは， lOMbps以上でも伸びを見せているが， Javaベースの巨大な
ブロードバンド・コンテンツを開発するのも無謀で、あろうし，市場からのニーズが
あるわけでもない。通信処理とサーバ処理などの情報発信側の問題から，結局のと
ころ， FTTH市場の需要を創出する上で，ブロードバンド・コンテンツとして最
も相応しいのは， 6Mbps前後の映像コンテンツとなろう。また， FTTHの双方向
への通信帯域の高さは， ADSL方式では得られないものである。このため， PC使
用に限定されない，双方向の映像コミュニケーションも FTTH普及への柱のーっ
とするのが妥当で、あろう。ただし，この点については， NTTの「フレッツ BJサ
ービスでは，原則として半2重通信方式となっており，有線ブロードバンドのよう
に全2重通信方式を採用していない点は課題として残ろう。
9 本稿のまとめと今後の研究について
これまでの検証と議論を踏まえれば，総務省の公表している来年からの FTTH
通信市場の急成長については，極めて「高いハードルJであると結論付けられよう。
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今後も， FTTHが通信速度面において絶対的な優位性を維持し，低価格化すれば，
同様に ADSL通信接続サービスの低価格化も並行するものと予想される。
Yahoo!BBのように， ADSL通信接続サービスを主力商品とする通信事業者兼 ISP
は， FTTHに対する価格的な優位性を維持し続けるしかない。表4で示した総務
省の2005年時の利用料金予想には，電気通信事業者間と ISP聞の激しい価格競争
の観点が欠落しており，正当性に乏しい。 FTTH普及への援護射撃となるべきは
ずのブロードバンド・コンテンツも，現時点では不在の状態であり，実用面を前提
とすれば， FTTHの普及は総務省の予想から数年程度のズレを想定すべきであり，
ECRの予想のほうが妥当性を有している。ただし，家庭レベルのインターネット
利用者が本稿の内容を重視し，ブロードバンド通信契約の選択肢について常に冷静
な判断を下すわけで、はない。このため，何らかの形で iFTTHブーム」に火が着
けば， 2005年前後までに ADSL利用契約者数と肩を並べるまでに成長する可能性
は残る。
また，純粋に映像用途とは定義し難いが，ストリーミング技術を活用したサービ
スについては，今年末以降から各所で急速な立ち上がりを見せる可能性は極めて高
通信速度
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図8 ADSL通信速度減衰とストリーミング映像受信
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い。本稿中では，ストリーミング技術の詳解などは行わないが，今後の FTTH需
要への起爆剤となりえる。特に， 3.5Km以上の経路線長上に位置する1.5Mbps 
ADSL通信接続サーピスの利用契約者は，ストリーミング・コンテンツ受信時の通
信帯域にも不足が生じる上に，上位 ADSL通信接続サービスにも移行し難いため，
FTTHサービスへの乗換えも検討せざるをえない。
図8は， 8Mbps以上の ADSL通信接続サービスと初期のストリーミング実用帯
域を重ね合わせ， FTTH需要の起点を示したものである。ブロードバンド・コン
テンツの中でも，ストリーミングを活用した様々なサービスについては，
Windows Media 9シリーズの登場を機会に急速な立ち上がりを見せると予想され
る。 2004~2005年頃までにおいて，ストリーミング技術で利用されると予想される
汎用的な通信帯域は， 500 Kbps~ 1.5 Mbps程度であり，高品位映像のものでも 3
~4Mbps 程度，最大でも約 6Mbps前後までと推定される。つまり， 1.5 Mbps以
下の通信帯域を利用する汎用的なストリーミング・コンテンツ整備だけでは，
(臼)
FTTH需要を特に高める要因とはならない。
図8中に示される iFTTH需要の起点」については，ストリーミング・コンテ
ンツ市場の規模の増大によって浮き彫りにされる， ADSL方式に係わる最大の課題
を考慮して算定したものである。この ADSL方式の最大の課題とは， ADSL技術
そのものが短経路線長 (2Km程度まで)において最も有効な通信方式であり，本
質的に短経路線長のサービス利用者ほど実帯域向上の際にその思恵を受け，この短
経路線長のサービス利用者によって各ノードの通信帯域の大半が消費されてしまう
ことである。これを概説すれば，単一ノード中に高実効スループットを得るサービ
ス利用者数が多いほど，このサービス利用者がノードを占有するため，通信トラフ
イツク率が増大し，ノード全体の実効スループットも低下する。つまり，このトラ
フィック増大に伴う影響は， ADSL方式では短経路繰長外のサービス利用者ほど大
きくなる。これに対して， FTTHの場合，単一ノード中のサービス利用者は全て
定速通信接続となるため，長経路線長のサービス利用者に対して特に不利に作用す
ることはない。換言すれば， ADSL通信接続サービスは，最大通信速度が向上すれ
ばするほど，経路線長の違いによって通信速度に格差の生ず、る通信方式でもある。
この点を考慮し，上図中では iFTTH需要の起点」を約 6Mbpsとした。ただし，
これは同時に，短経路線長に位置する賢明な ADSL利用契約者の FTTHへの乗り
換え猶予期聞を長期化する，との予想も成立させてしまう。
FTTH市場の進展とその課題 77 
本研究の今後について
ブロードバンド化の進展については今後も継続することになろうが，2003~20M 
年以降では，本研究を継続する必要性は徐々に薄れていくことになろう。ブロード
バンド通信市場の将来的な動向に関して，技術点側面からの「予想」を導出しなく
とも，今後は，過去のデータを基に「予測」することも可能になるであろうし，民
間シンクタンクの予測精度も徐々に向上してゆくであろう。このため， FTTH市
場に関する研究については，継続の必要性は低いものと判断し，本稿の執筆をその
最後としたいと考えている。
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別表1 主要 ISPの通信速度統計 (2002年6月)
(出典:WebArena (NTTPC社)) 
種別 会社・サービス名
下りスループット
下り公称回線容量
20%点 中央値 90%点
光 Bフレッツ ベーシック 4.9Mbps 9.9Mbps 20.0Mbps 100Mbps 
光 Bフレッツ ニューファミリー 3.9Mbps 8.3Mbps 15.1Mbps 100Mbps 
光 Bフレッツ ファミリー 3.1Mbps 5.6Mbps 9.2Mbps 10Mbps 
光 Bフレッツ マンションHomePNA利用 2.1Mbps 4.1 Mbps 6.7Mbps 10Mbps 
ADSL8 フレッツ ADSL8Mbps/iij4u 1.7Mbps 3.0Mbps 4.8Mbps 8Mbps 
CATV ]-COM NetHome 1.3Mbps 2.4Mbps 4.4Mbps 8Mbps 
ADSL8 eaccess 8Mbps/asahi-net 1.2Mbps 2.4Mbps 4.5Mbps 8Mbps 
ADSL8 ]-DSL 8Mbps/odn l.lMbps 2.2Mbps 4.8Mbps 8Mbps 
CATV ZAQ l.lMbps 1.9Mbps 3.5Mbps 10Mbps 
ADSL8 ACCA 8Mbps/so・net l.lMbps 2.5Mbps 5.2Mbps 8Mbps 
ADSL8 ACCA 8Mbps/ocn l.lMbps 2.4Mbps 5.3Mbps 8Mbps 
CATV iTSCOM (東急 CATV) 1.0Mbps 2.1Mbps 3.0Mbps 8Mbps 
CATV 一般 920kbps 1.8Mbps 3.9Mbps 64kbps-30Mbps 
CATV ]-COM関西地区 820kbps 1.8Mbps 3.8Mbps 8Mbps 
ADSL8 YahooBB 610kbps 1.9Mbps 5.2Mbps 8Mbps 
ADSL ]-DSL 1.5Mbps/odn 570kbps 1.OMbps 1.3Mbps 1.5Mbps 
無線 SpeedNet無線サービス 500kbps 840kbps 1.3Mbps 1.5Mbps 
ADSL フレッツ ADSL1.5Mbps/五j4u 500kbps 1000kbps 1.2Mbps 1.5Mbps 
組織 大学 490kbps l.4Mbps 6.0Mbps 
ADSL eaccess 1.5Mbps/all 490kbps 900kbps 1.3Mbps 1.5Mbps 
ADSL フレッツ ADSL1.5Mbps/ zero 430kbps 730kbps 1.3Mbps 1.5Mbps 
ADSL ACCA 1.5Mbps/all 410kbps 790kbps 1.3Mbps 1.5Mbps 
組織 企業 230kbps 1.OMbps 5.1Mbps 1-
ADSL フレッツADSL1.5Mbps/alphainternet 190kbps 430kbps l.1Mbps 1.5Mbps 
ISDN 128kbps 34kbps 64kbps 100kbps 128kbps 
ISDN 64kbps 26kbps 44kbps 55kbps 64kbps 
アナログ 56kbpsモデム 13kbps 24kbps 38kbps 56kbps 
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注
(1) http://www.soumu.go.jp/s-news/2001/01l016_2.html 
(2) ただし，総務省の「予測Jは，技術的側面からの検証に欠けており，実際には全て「予
想」の域を超えない。
(3) http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/ketteilOlO122honbun.html 
(4) 現状では，最大通信速度 12Mbpsの新たなサービスも提供されている。
(5) 総務省電気通信基盤局の「インターネット接続サービスの利用者数等の推移jを参照。
http://www.mha.go.jp/s-news/2002/020603_3.html 
(6) 1ブロードバンドインターネット通信市場規模j.
http://www.ec-r.co.jp/press/pdf/20020218.pdfを参照。
(7) 総務省情報通信の「ケーブルテレビの現状j.
http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/top/ catv.html # 3を参照
(8) 総務省「事業戦略ワーキンググループ報告j.
http://www.soumu.go.jp/s-newsI2002/pdf/020705_8_h2.pdfを参照。
(9) 平成14年度版情報通信白書中の「第3章情報通信政策の動向」を参照。
http://www.johotsusintokei.soumu.go担/whitepaper/ja/h14/htmlIE3032400.html
(10) http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/020705_8.html 
(1) 最新情報に関しては，総務省情報通信統計データベースの IDSL普及状況公開ページ」
を参照していただきたい。
(http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/whatsnew/dsl/index.htm) 
(12) http://www.soumu.go.jp/S・news/2001/011016_2.html
(13) この「インターネット普及世帯数」にはナローバンド利用者数も含まれる。
(14) http://www.soumu.go.jp/s-news/2001l011016_2.html 
(l5) http://www.soumu.go.jp/S-news/2001/011 016_2.h tml 
(16) ただし，親経路周辺に ISDNや送電線などの干渉物が少なく，伝送損失が著しく低いケ
ースでは，通信帯域をト分に確保できることもある。
(1カ ADSL方式でも短線長であれば.12Mbpsを超える高速化は可能である。しかし，線長
減衰率を著しく改善することは容易ではなく，単に短経路線長の利用契約者の通信帯域の
みが高速化されてしまうことになりかねない。この点に関しては，今後の ITU-Tの判断
が注目される。
(l8) 12 Mbps ADSLで採用されている方式では，上り通信用の周波数帯に下り通信をオーバ
ーラップさせ，通信安定性の高い上り通信用の周波数帯を活用し，最大通信速度と有効経
路線長を同時に延ばせる。
同 ただし，固定速度回線契約の通信接続サービスであれ，インターネット利用目的では結
局のところ「ベストエフオート方式」と大きな差異がないことを指摘しておきたい。巨大
な複合通信環境であるインターネットでは，固定回線の通信速度設定を実速とはできない。
特に，貧弱なインターネット・パックボーン回線容量しか有していなし、小規模通信事業者
では，回線契約速度と実速に著しい差が生じることも少なくない。
側 この2つの方式による通信速度の高速化については，実際に DSLForumや TTC(情
報通信技術委員会)でも検討対象に含まれている。
(21) IS = 112jをさらに拡張し，シンボル数を減らす方式での通信速度向上も想定してみた
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が，エラー訂正機能の縮小は結果的に通信安定性を大きく損なうために，有効な方式では
ないと判断した。
(22) http://speed.on.arena.ne.jp/ stat1_5.html 
(23) http://speed.on.arena.ne.jp/stat3.html 
制1) http://speed.on.arena.ne.jp/stat3.html 
師) 西日本電信電話株式会社 (2002b，p. 32) 。6) Starr et.αl. (1999)， Va1enti and Kerpez (1994)， Barton et.αl. (1991) 
制 この調査データに関しては， eAccessから掲載の許可を得ていないため，同社の HPか
ら直接参照していただきたい。
(http://www.eaccess.netlcompany/press/2001/0l1101.html) 
同 このため， r Annex.AJを採用している Yahoo!BBは，新たに rAnnex.CJ方式も選択
可能にしている。
倒経路線長4kmでも 700Kbps程度。
(http://www.acca.ne.jp/information/release/010831/) 
倒今後予想される ADSL方式の最大通信速度に関する技術向上においても，下り通信速
度の向上が優先され，上り通信速度が大幅に改善される可能性は極めて低い。
倒西日本電信電話株式会社 (2002b，p. 44) 
同 同様に Ethernet規格製品を使用していても，採用している通信装置機器の処理能力は
異なる。また 1ノード当りの接続利用者数の配分にも，各社によって運用方針に開きが
ある。
(お9BNR調査 (http://www.musen品n.com/speedJhtmldatal) 
表中の各%点 (20%点-90%点)は，複数の測定データを速度によってソートした場合の
位置を示している。仮にデータが100個ある場合， 20%点は，遅いデータから20番目のデ
ータとなる。また，各アクセスラインの表示順位は， 50%点での数値が高いものからとな
っている。
同 このため，国土交通省ではこの問題を円滑に解決するためのマニュアルなどを策定して
いる。
(http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha02/07 1070719_.html) 
倒詳細は，満永et.αl.(1983)を参照。
同詳細は， TTC (2002)を参照
同湊et.αl.(2002， pp. 30-31) 
倒 これは ISPの使用している通信装置機器と採用している通信方式にもよるが，通信制御
によるロス分と通信トラフイツク制御などの諸問題から，単純に 6Mbps x 10000の計算で
は実際の通信は成立しない。
倒 http://210.239.46.l64/stat2.html
同 http://www.jpix.ad.jp/jp/technca1/traffic.html
制現状では， FTTH利用契約者数は少数派であるため，この問題も表出していない。
同 http://www.atmarkit.co.jp/adJnttcom/nttcom1.html
同 r e-]apan重点計画2002J中の r 重点、政策5分野」を参照。
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/ketteν020618・2-1.html
制) 別表1を参照すれば，各ISPの提供する通信接続サービスの公称最高速度と実速の格差
がどの程度生じているか，また各ノードの通信処理能力と同時利用者接続数の高低，イン
ターネットパックボーン接続部に関する強弱などについても推察できる。
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同 GigaEthernetを基幹通信部に採用していたとしても，利用者500人に対して， 30 Mbps 
の安定供給を図るには，単純計算でも6.66%の同時利用者率となってしまう。
制~ Intel Corporation (2002. p. 6) 
制 Pentiumm 500 MHzの処理性能は，この当時の Celeron667 MHzと大差ない。
同現在でも，TCP/IPネットワークとしてインターネットを活用している利用者も多数い
るわけだが，利用者総数からは今や極めて少数派と言えよう。
同 http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/h14/htmVE1041200.html
側 しかも，本稿中 6でも述べたように， PCの通信処理能力と表示処理能力が低い場合で
は，体感速度は向上しない。
制 このようなケースでは，通信速度の実効スループットのみが向上したところで，状況は
改善されない。
倒例えば，国土交通省単独でも，平成14年度の光ファイパー整構関連事業予算は2100億円
を超過しているが，これらも道路関連事業であり，直接的な支援・振興政策ではない。
関連事業予算の詳細については，
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/others/14siryou_2.htmlを参照。
国土交通省の詳細については，
http://www.mlit.go.jp/yosan/yosan02/ gaisan02/imagesl gaisan02_02.pdf 
中の概算要求を参照。
同 ただし， (d) も含め，これらは，政府政策や各省庁政策の対象外となる課題でもある。
倒 IntelCorporation (2002. p. 6) 
同 ただし，表7の示すように， 100Mbps環境下において，パフォーマンスが僅かに向上
している一部項目もあり， 10Mbps以上の通信速度を全く「無意味」と結論付けることも
できない。この僅かなパフォーマンス向上分を重視する利用者もいるであろう。
(5ゆ Webサーバ処理は技術的側面から，通信高速性に特化した最適化は施し難い。ただし，
この問題は本稿の対象外でもあるため，参考文献中の山本 (2002a)を参照していただき
たい。
関西日本電信電話株式会社 (2002b.p. 44) 
倒有藤ブロードネットワーク (2002，p. 17) 
倒平成電電のように，月額1250円または年間15000円固定の挑戦的な料金体系を提示する
ADSL事業者も登場している。
側通信帯域 1.5Mbps以上のブロードバンド・コンテンツも存在するが，現時点では ISP
各社のドメイン内のみに利用が限られている。 NTTとNTT-BBではフレッツ利用契約者
向けに， 6 Mbpsのハイビジョン・レベルのコンテンツも配信しているが，このサービス
はNTTの地域E通信網内からしかアクセスできない。
制 この詳細については，山本 (2002a)を参照していただきたい。
倒 これまでのストリーミング市場は，個人レベルに限定され，かつ商業展開を目的とした
場合には不備も多いo Windows Media 9シリーズの登場以降では，ビジネス市場におい
てのストリーミング技術を活用したサービス展開が予想される。なお，ストリーミング技
術のビジネス応用についての詳細は，山本 (2002a)を参照していただきたい。
制)現在， NTTとNTT・BBから既に 6Mbpsのブロードバンド・コンテンツの配信が行わ
れている。
倒 ただし，一回親を複数の利用者や装置機器で共有利用するようなケースで、は， FTTH 
への乗換え需要が生じる。
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同 この問題は，収容局に設置される通信制御装置を高度化し，経路娘長別に利用者の通信
帯域優先を設定すれば，ある程度まで解消されるが，これも現実的な措置とは考えられな
い。この措置を講じれば，ピーク時間帯における短経路線長のサービス利用者の実効スル
ープットが大幅に落ち込み，結果的に， ADSL方式の利点も消失させかねない。
(倒 http://speed.on.arena.ne.jp/stat1_2.html
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